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Abstract
 

Environment that surrounds young people in Japan has been dramatically changed
 

over the last two decades.Namely,since 1991 when bubble economy was collapsed,

employment rate for young people has been low. Furthermore, this situation has
 

become worse as world financial crisis in the summer of 2008.

Does this change in such young people’s labor market have any meaning in the
 

population decrease society?This paper holds that unemployment rate of young
 

people caused by prolonged recession and increasing rate in non-standard labor give
 

a negative effect to the birthrate in two ways.One is that increase of unemployment
 

rate and non-standard labor causes uncertain economy in the future,and it decreases
 

the birthrate.The other is that such situation leads to decrease marriage rate.More
 

specifically,decrease of the employment rate leads to lower birthrate,and increase
 

of non-standard labor leads to lower marriage rate.Therefore,the economic recov-

ery policy not only contributes to economic recovery in a narrow way but also it
 

functions as birthrate increase policy.

０. はじめに

我が国の若者を取り巻く環境変化は，ここ20年間で大きく様変わりしたと言っても過言

ではない。つまり，1991年のバブル崩壊から雇用情勢が厳しいままであり，さらに2008年
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の夏に起きたリーマン・ショックによりさらに若者を取り巻く雇用情勢が悪化してしま

い，大卒の新卒内定率は急激に悪化し，数字上に現れる状況より実際の状況は，遥かに悪

いというのが現場の感覚である。

こうした若者の労働市場の変化は，人口減少社会ではいかなる意味を持つのか。一般的

には，こうした若者の労働市場の崩壊は，労働者を非正規労働者ないし失業者ならびに，

非労働力人口へと移行させ，通常であれば家庭を持ち子育てをする人々が，結婚生活への

途を遠避けてしまい，少子化に拍車をかけることになるのではないかと危惧される。

本稿の第１節では，若者の就業・非就業の状態を考察する。その後，出生率の現状を考

察し，第３節では，若者の就業状態が婚姻率ならびに出生率にどのような影響を与えてい

るかを時系列で分析を行う。第４節では，雇用状態（正規・非正規）と婚姻及び出生率と

の関係を分析する。第５節では，若者を含め，より一般的な就業・雇用状態の変化と少子

化を考察する。第６節でまとめを行う。

１. 若者の就業状態

はじめに，本節では若者の就業状態を考察するために，失業率及び新卒者の求人倍率や

就職率など概観する。次に，非労働力率の動向を考察する。

図１は，若年の失業率の動向を示している。若年層（15～34歳）の失業率の動向は，年

齢計より全ての層で高くなっている。最も高いのは，15～19歳層の失業率で2002年の12.8

％である。それ以後順次低下し，2008年では８％となっている。低下したとは言え，この

数字は30年前の３倍もの数字である。20～24歳層は，2003年の9.8％を最高として，2008

年では7.1％まで低下している。25～29歳層は，2002年の7.1％を最高にして，2008年は
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資料：総務省統計局『労働力調査』

図１ 我が国の失業率の動向（1973～2008年)
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6.0％に低下している。30～34歳層は，若年の中で最も低く2002年5.8％を最高として，

2008年では4.5％に低下している。

失業率は，景気動向の遅行指標なので，昨年のリーマン・ショック以降，今後どうなる

か予断を許さない状況となっている。2009年10月７日の内閣府の発表によれば，景気動向

指数の一致指数（鉱工業生産指数，投資財出荷指数，大口電力使用量）は，５ヶ月連続上

昇したが，先行指数（最終需要在庫率指数，消費者態度指数，新規求人数，中小企業売り

上げ見通しDI）は伸び鈍化となっている。こうした状況を受けて，週刊誌などは景気の

２番底の特集を組んでいる。2009年の全体の失業率では，７月の5.7％から，９月の5.3％

に低下している。失業者数では，７月で376万人と統計を取り始めて，最高の失業者数と

なっている。９月では，352万人となっている。失業率が７月より低下したと言え，2009

年の９月では，2002年の失業率に迫る勢いで，15～19歳の失業率は12.4％，20～24歳で

9.3％，25～29歳で7.3％，30～34歳で6.9％となっている。

図２は，1985～2009年の高卒・中卒の求人倍率を示したものである。それによれば，バ

ブル崩壊直後の1992年の求人倍率が，高卒・中卒ともに最高で，それぞれ，3.34倍と4.05

倍を記録している。それ以後，下降トレンドをたどり，2003年を底として，2009年は，

1.84倍（高卒）1.64倍（中卒）となっている。2010年はリーマン・ショックの煽りで，悪

化が予想される。

次に，大卒・高卒・中卒の就職率を見てみることにしよう（図３）。バブル崩壊後で，

最も就職率が悪化しているのは中卒であることが分かる。最も就職率が良いのは，高卒で

次に大卒となっている。2009年の４月時点の大卒と2009年６月時点の中卒の就職率の落ち

込みが大きくなっている。とりわけ，中卒の就職率は80.7％まで落ち込んでいる。大卒の

就職率は，厚生労働省と文部科学省共同で調査を行っているが，その調査対象数は，国立

大学21校，公立大学３校，私立大学38校となっている。このサンプルではたして，現実の

第42号（2010）

若者を取り巻く労働市場の変化と出生率の変化

図２ 高卒・中卒の求人倍率（1985～2009年)

資料：厚生労働省・文部科学省『高校・中学新卒者の求人・求職状況について』
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我が国の大学全体の就職率を把握しているか，はなはだ疑問を持つ。大学の入学難易度に

より，就職率が異なるというのは，周知の事実である。実態は，ここで提示されている数

字よりかなり低い可能性があると思われる。見かけ上，就職率が上がるケースとして，就

職活動をあきらめてしまった学生が多くなると，見かけ上，そうした学生数を除いた数で

の就職率になり，数字が高くなる傾向がある。こうした場合，その他の学生などの数字

（進学も就職もしない学生）が必要となる。

表１は，若年層（15～34歳層）の非労働力率の動向を示している。総数（年齢計）をみ

ると，性別による明らかな違いがあることが分かる。男性は，30～40歳，20％から20％台

の後半で推移しているが，女性はほぼ50％程度に安定していることが分かる。また，男性

の25歳以上では，ほとんどが労働力人口となっている。1973年と比較して，25～29歳層で

3.3％ポイントの増加となっており，30～34歳層で1.9％ポイントの増加となっている。一

方，女性は，15～24歳層では，男性と同程度となっている。最も目に付くのは，男性と異

資料：厚生労働省・文部科学省『大学等卒業者の就職状況』『高校・中学新卒者の求人・求職状況について』

注）大卒は，４月末時点。高卒，中卒（1988年以降）は６月末の状況。1987年以前は，４月末の状況。

図３ 大卒・高卒・中卒の就職率

性別 年/年齢階 総数 15～19歳 20～24歳 25～29歳 30～34歳

1973 17.9 74.8 20.1 2.3 1.6

1983 20.6 80.9 29.0 3.5 2.5

男性 1993 22.0 81.0 24.8 3.5 2.0

2003 25.9 83.4 29.2 5.6 3.3

2008 27.2 83.9 30.9 5.6 3.5

1973 51.8 72.0 32.7 55.6 53.1

1983 51.0 81.3 27.9 47.2 49.6

女性 1993 49.7 82.6 25.5 35.7 47.3

2003 51.7 83.4 30.6 26.6 39.7

2008 51.6 83.8 30.3 23.9 34.9

資料：総務省統計局『労働力調査』より算出

表１ 非労働力率
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なり，25～29歳層の55.6％（1973年）から23.9％（2008年）に低下している。また，

30～34歳では，53.1％（1973年）から34.9％（2008年）に低下している。逆に言えば，こ

の年齢層は未婚率の増加を反映して労働参加率が大幅に増加している。

２. 出生率の現状

我が国の子どもの出生数及び合計特殊出生率（TFR）の動向は，1947～49年の第１次

ベビーブームで，TFRが4.32，出生数は260万人強であった。図で数値が極端に落ち込ん

でいるのは，1966年のひのえ馬の年でTFRが1.58，出生数は136万程度である。

1971～74年は，第２次ベビーブームでTFRが2.14で，出生数が200万程度となっている。

その後は，TFR及び出生数は低下して，1989年には，TFRが1.57で，124万人となり，

1.57ショックと呼ばれている。2005年のTFRは，今までの最低の1.26を記録した。出生

数は106万人となっている。2008年のTFRは1.37で，出生数は109万である（図４）。

こうした，TFRや出生数の動向に影響を与えていると考えられる大きな要因は２つ考

えられている。一つは，婚姻率の動向であり，他の要因は晩婚化による要因だと言われて

いる（岩澤：2002）。図５は，婚姻率の動向を提示している。婚姻率ならびに婚姻数を見

ると，婚姻率が最も高いのは，1947年で12.0，婚姻数は934千組となっている。最も婚姻

件数が多かった年は，1972年で1099千組，婚姻率10.4となっている。それ以後，低下し

1987年に婚姻率5.7，696千組の婚姻件数となり，その後，僅かな上昇をみたが，2000年を

境に再び，低下傾向をたどっている。2008年では，婚姻率が5.8，婚姻件数は726千組とな

っている。

次に，初婚の妻・夫の年齢を表した図が，図６である。図を見ると，僅かに波打ってい

図４ 合計特殊出生率

資料：厚生労働省『人口動態統計』
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るが，基本的には男女ともに，上昇トレンドを辿っていると言って良い。女性は1950年代

が23歳から後半になると24歳となっている。1970年代の後半まで24歳で，1978年になって

25歳となり，1991年まで続き，1992年に26歳代となる。2000年には，27歳になりその６年

後の2005年には，28歳代となっている。一方，男性は1948年が26歳，1959年に27歳代とな

り，約10年間続き，1970年には，26歳代に５年間程度もどり，1975～1981年まで27歳代と

なっている。1982年より28歳となり，2000年まで続いている。2001年から５年間29歳とな

り，2006年から現在に至るまで30歳となっている。

資料：厚生労働省『人口動態統計』

図６ 初婚平均年齢-妻・夫

図５ 婚姻率

資料：厚生労働省『人口動態統計』
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３. 就業状態と婚姻・出生率の関係

本節では，就業状態が出生率に影響を与えているのかどうか，検討を行う。それに先立

って，女性の労働参加率とTFRの関係を提示した。女性の労働参加率は，対数表示で示

してある。相関係数は，-0.93を示す。この結果は横断面分析で知られている結果とはこ

となり，女性の労働参加率とTFRの関係は相当高い関係で，負の関係が存在することを

示している（図７）。

次に，女性の失業率がTFRとどのような関係になっているかを提示した図が図８であ

る。相関係数-0.89と高い負の相関を提示している。つまり，女性の労働参加率の高まり

や，女性の失業率の高まりが，出生率に負の影響を与えていると考えられる。この２つの

図７ 女性の労働参加率と合計特殊出生率

資料：総務省統計局『労働力調査』，厚生労働省『人口動態統計』

注）女性の労働参加率は，15～49歳の対数値。

資料：総務省統計局『労働力調査』，厚生労働省『人口動態統計』

注）女性の失業率は15～49歳の失業率。

図８ 女性の失業率と合計特殊出生率
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労働市場の指標の動向は，次のロジックにより結びついている。女性の労働参加率の増加

は，景気後退期に，女性が非労働力にならない限り，女性の失業率を押し上げる効果があ

る。こうした女性の失業率の高まりの効果は，将来の経済状況の不安定を予期させ，婚姻

や出生率を抑制する働きを生み出す（Adsera（2005））。女性の中には，将来の経済的不

安を解消する行動として，婚活活動にいそしむ女性も出てくるかもしれないが，こうした

時期は，男性の失業率も高く，男性が経済的状況に不安を持ち，その結果として，婚姻率

は景気停滞期には，低下すると考えられる（小崎，近刊）。

本節では，年次データ（1973～2008年）を使用して，女性の労働参加率や失業率が出生

率等にどの程度の影響を与えているか分析する。但し，年次データを使用しているため，

サンプル数の制約があるので，分析結果や解釈には十分な注意が必要である。

資料：厚生労働省『人口動態統計』，総務省統計局『労働力調査』

注：時系列分析の推計式は，定数項ありで，ラグ次数４の結果である。

変数 TFR：合計特殊出生率，LPR49：15～49歳までの女性の労働参加率。

図９ 労働参加率と合計特殊出生率のインパルス反応

定数あり・ラグ次数４

110

小崎敏男

東海大学紀要政治経済学部



はじめに，労働参加率が合計特殊出生率に与える影響を時系列分析（VAR）で考察し

てみることにする。まず，変数，労働参加率（LPR49）と合計特殊出生率（TFR）のレ

ベルで推計した結果である（図９)。但し，ここでの労働参加率は，女性の15～49歳ま

での労働参加率を使用している。それによれば，労働参加率の増加は，３年を過ぎたあた

りから，それ以後継続してTFRに対して，負の影響を与えている。また，TFRの増加

も，２年を過ぎた後から，労働参加率に負の影響を与えている。図10は，各変数が単位根

を持ち，かつ共和分関係にあると仮定して，VARタイプのVERモデルで小標本推計し

た結果である。それによれば，図９で示されたのと同じ結果を持つ。

図11から図15に関しては，出生率と労働参加率及び婚姻率に関する年齢別時系列分析を

行ったものである 。出生率が労働参加率に大きな影響力を与える年齢は30～34歳層で，

２年後以降は，負の影響が大きくなり10年後では，－４近くまで拡大している。また，

35～39歳層は，30～34歳層より負の影響が大きく，はじめの年から，マイナスとなり時間

図10 労働参加率の１標準偏差の変動に対する合計特殊出生率のインパルス反応

資料：図９に同じ。
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資料：図９に同じ。

注：推計式はトレンドなし，定数項なしの結果。

変数 BR19：15～19歳の出生率，LPR19：15～19歳の女性の労働参加率，MR19：15～19歳の婚姻率を示している。

図11 15～19歳の出生率，労働参加率，婚姻率に関するインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル)
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資料：図９に同じ。

注：推計式はトレンドなし，定数項なしの結果。

変数 SER01：20～24歳の出生率，LPR24：20～24歳の女性の労働参加率，MR24:20～24歳の婚姻率を示している。

図12 20～24歳に関する出生率と女性の労働参加率，婚姻率に関するインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）
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資料：図９に同じ。

注：推計式はトレンドなし，定数項なしの結果。

変数 SER02：25～29歳の出生率，LPR29：25～29歳の女性の労働参加率，MR29：25～29歳の婚姻率を示している。

図13 25～29歳の出生率と労働参加率，婚姻率に関するインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）

114

小崎敏男

東海大学紀要政治経済学部



図14 30～34歳に関する出生率と女性の労働参加率，婚姻率に関するインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）

資料：図９に同じ。

注：推計式は，トレンドなし，定数項なしの結果。

変数 SER03：30～34歳の出生率，LPR34：30～34歳の女性の労働参加率，MR34：30～34歳の婚姻率を示している。
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図15 35～39歳に関する出生率と女性の労働参加率，婚姻率に関するインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）

資料：図９に同じ。

注：推計式は，トレンドなし，定数項なしの結果である。

変数 SER04：35～39歳の出生率，LPR39：35～39歳の女性の労働参加率，MR39：35～39歳の婚姻率を示している。
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の経過とともに拡大して10年後には－５程度に拡大している。比較的高齢での出産は，女

性の労働市場参加の機会を奪うことになることが示唆される。

次に，提示されている分析結果によれば，労働参加率が出生率に与える影響を見ると，

30～34歳層での労働参加率の増加は，出生率をプラスにしている。持続的に，プラスの効

果を持っているのは，30～34歳層のみである。25～29歳層は，７年程度，プラスの効果を

持続している。こうした年齢層が，横断分析での労働参加率と出生率の関係を正にしてい

るものと思われる。ここで，正の効果をもたらすのは，経済的理由や今までの，キャリア

形成の損失を最小限度に食い止めようとする，女性の合理的行動の結果と考えられなくも

ない。

最後に，婚姻率が出生率に与える影響を見ると，15～19歳，20～24歳，35～39歳層で，

大きなプラスのインパクトを表している。取り分け，20～24歳層で，その変動幅は長期的

には大きく，プラス２を超えている。

図16は，失業率がTFRに与える影響を時系列分析でみたものである。それによれば，

失業率の増加は，合計特殊出生率に負の影響を与えている。失業率の１標準偏差の変化

は，TFRに－0.02の影響を与えた後，８年後には影響が取り除かれることが分かる。図

図16 失業率と合計特殊出生率のインパルス反応

資料：図９に同じ。

注：時系列分析の推計式は，定数項あり，ラグ次数８の推計結果である。

変数 TFR：合計特殊出生率，TUY：失業率を表している。
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17は，出生率（BR）と失業率（TUY）及び婚姻率（MAY）をVEC（Vector Error
 

Correction）モデル推計したものである。その結果によれば，失業率の増加は，３年後以

降，出生率に負の影響を与えている。また，失業率の増加は，婚姻率にも負の影響を与え

続けている。婚姻率は出生率に正の影響を与える。10年後では，0.2の正の影響を与える。

こうしたことから，失業率ないし景気の悪化は，出生率に２重の意味で，負の影響を与え

ることになる。第１は，失業率の増加に伴って，将来の不安から出生率を低下させる。第

２は，失業率の増加により，婚姻率が低下することにより，間接的に出生率を低下させて

しまう。

より詳細に検討するために，年齢の出生率，失業率（女性），婚姻率の時系列分析を行

った分析結果が，図18～図21である 。年齢別に見ると，10～20代の年齢では，彼らの失

業率の増加が，直接出生率に影響を与えていない。むしろ，プラスの効果を与えているこ

とになっている。この結果は，失業率（男女計）で分析した小崎（近刊）と同じ結果とな

っている。30～34歳層の失業率（女性）の増加は，大きく出生率に負の影響を与えてい

図17 出生率と失業率，婚姻率に関するインパルス反応（Vector Error Correctionモデル)

資料：図９に同じ。

注：推計式は，トレンドなし，定数項なしの結果である。

変数 BR：出生率，TUY：失業率，MAY：婚姻率を表している。
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資料：図９に同じ。

注：変数 FUY19：女性の15～19歳の失業率を表している。MRとBRに関しては，注２に同じ。

図18 15～19歳に関する出生率と失業率（女性）及び婚姻率のインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル)

資料：図９に同じ。

注：変数 FUY24：女性の20～24歳の失業率を表している。MRとBRに関しては，注２に同じ。

図19 20～24歳に関する出生率と失業率（女性）及び婚姻率のインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）
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図20 25～29歳に関する出生率と失業率（女性）及び婚姻率のインパルス反応

(Vector Error Correctionモデル）

資料：図９に同じ。

注：変数 FUY29：女性の25～29歳の失業率を表している。MRとBRに関しては，注２に同じ。

資料：図９に同じ。

注：変数 FUY34：女性の30～34歳の失業率を表している。MRとBRに関しては，注２に同じ。

図21 30～34歳に関する出生率と失業率（女性）及び婚姻率のインパルス反応

（Vector Error Correctionモデル）
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る。出生率に最も影響の大きいのは30～34歳であることが分かる。この年代層の女性の失

業率は，我が国の出生率を低下させることになる。また，女性の各年齢の失業率増加は，

10代を除き，婚姻率に負の影響を与えている。失業率の増加が，婚姻率に比較的大きく負

の影響を与えている年齢層は，20代の後半から30代前半が大きい。取り分け，25～29歳で

大きく，失業率の１標準偏差の変化により，－３程度の負の影響を受ける。婚姻率が，出

生率に大きなインパクトを持っているのは，25～29歳層であることが分かる。婚姻年齢が

上昇するとともに，出生率のインパクトが小さくなる。

４. 雇用状態と婚姻・出生率の関係

本節は，雇用状態と婚姻・出生率の関係を考察する。使用されるデータは，年次データ

で，1984年から2008年までのデータを使用する。前節でも述べたが，年次データのため，

サンプル数が少ないので推計結果や解釈には十分注意が必要である。

非典型労働と婚姻・出生率の時系列分析結果が，図22～図27である。図22～図24まで

は，女性に関する結果であり，図25～図27は男性のインパルス反応の結果である。まず，

女性の結果を見ると，女性の非典型労働の増加は，15～34歳層に関しては，負の影響が出

生率に観察されていない。さらに，34～44歳層では５年後に負の効果が観察されている。

次に，女性の非典型労働が増加すると，15～24歳層で３年後以降婚姻率の低下が観察され

るが，７年以降はその影響がなくなっている。25～34歳層では，４年程度負の効果をもた

らすが，その後正の変動となっている。35～44歳層では，２年目以降婚姻率の低下が大き

くなっている。最後に，婚姻率の増加は，出生率に対して，15～24歳層で最も大きな正の

効果を及ぼしている。25～34歳層では，３年目以降，負の効果となっている。これは，こ

の年齢層の出生率低下を反映しているものと思われる。

一方，男性の非典型労働者の増加は，15～24歳層で４年目以降，出生率に負の効果を与

えている。25～34歳層では，３年に負の影響が出ているが，その他の年では，正となって

いる。これは，男性の雇用状態より女性の出産年齢によるところのものが大きいと考えら

れる。この結果，男性の雇用状態は，出生率より婚姻に大きく影響を与え，その結果とし

て出生率に影響を与えると考えられる。35～44歳では，７年程度負の効果を与えている。

男性の非典型労働が，婚姻率に与える影響は，15～34歳層で最も大きく負の影響を与えて

いる。こうした動きは，性別で大きく異なっている。婚姻率の変化は，いずれの年齢にお

いても正の効果を示している。

以上の考察より，男性の雇用状態の悪化は，出生率そのものへの影響より，婚姻率に大

きな負のインパクトを与え，その結果として，出生率に影響を与えると考えられる。
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資料：図９に同じ。

注：推計方法は，小標本での推計結果（トレンドあり，定数項あり，ラグ２，共和分１）。

変数TR24：15～24歳の出生率，FNSE24：女性15～24歳の非典型労働比率，TMR24：15～24歳の婚姻率を示してい

る。

図22 年齢15～24歳における女性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）

資料：図９に同じ。

注：推計方法は，図22に同じ。

変数TR34：25～34歳の出生率，FNSE34：女性25～34歳の非典型労働比率，TMR34：25～34歳の婚姻率を示してい

る。

図23 年齢25～34歳における女性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）
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図24 年齢35～44歳における女性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）

資料：図９に同じ。

注：推計方法は，図22に同じ。

変数TR44：35～44歳の出生率，FNSE44：女性35～44歳の非典型労働比率，TMR44：35～44歳の婚姻率を示してい

る。

資料：図９に同じ。

注：推計方法は，図22に同じ。

変数TR24：15～24歳の出生率，MNSE24：男性15～24歳の非典型労働比率，TMR24：15～24歳の婚姻率を示してい

る。

図25 年齢15～24歳における男性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）
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図26 年齢25～34歳における男性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）

資料：図９に同じ。

注：推計方法は，図22に同じ。

変数TR34：25～34歳の出生率，MNSE34：男性25～34歳の非典型労働比率，TMR34：25～34歳の婚姻率を示してい

る。

図27 年齢35～44歳における男性の非典型労働比率と出生率に関するインパルス反応

（Vector Error Correction）

資料：図９に同じ。

注：推計方法は，図22に同じ。

変数TR44：35～44歳の出生率，MNSE44：男性35～44歳の非典型労働比率，TMR44：35～44歳の婚姻率を示してい

る。
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５. 労働市場と少子化

本節では，少子化の原因の一つと考えられる晩婚化を含めて考察することにする。はじ

めに，合計特殊出生率，失業率，婚姻率，初婚年齢の時系列分析を試み，その後，2007年

の『就業構造基本調査』等を使用して，合計特殊出生率に関連すると思われる一連の変数

を横断面で分析を試みる。

図28と図29は，性別によるTFR，婚姻率，失業率，初婚年齢等に関するVAR分析に

よるインパルス反応である。データは，1973～2008年を基に計算された結果である。それ

によれば，失業率の増加はTFRに２年目以降負の効果をもたらしている。また，その効

果の程度は，やや女性の失業率の増加が男性の失業率の増加より，負の効果が大きい。出

生率に大きな影響を与える婚姻率に関して，失業率の増加は，女性より男性の失業率がよ

り大きな負の効果を与えている。さらに，初婚年齢の増加は，出生率に負の効果を与えて

いる。

分析の最後に，合計特殊出生率に関連する一連の変数を用いて，都道府県別に回帰分析

を行った結果が表２である。方程式⑴～⑺までは，世帯主の所得がTFRに与える効果を

見ている。その結果によれば，世帯主の所得が400～499万の層を境として，TFRに与え

る効果は負を示している。所得が増加するに従って，子どもの数から質への転換が図られ

ていると考えられる。方程式⑻と⑼式で，非典型労働者の効果を考察した。方程式⑺式ま

では，失業率が独立変数として入れて計算されているため，パート比率と失業率の変数が

系列相関にあるため，方程式⑻と⑼式では，失業率の変数を落として，パート比率

（25～34歳）のみとして推計している。その結果によれば，女性より男性のパート比率の

割合が，TFRに負の効果を与えている。方程式⑽と 式は，学歴の効果を考察している。

女性有業者の大卒と大学院卒の比率が高いとTFRに負の効果を与える。その他の学歴で

は，TFRに対してほとんど効果は見られなかった。最後の 式と 式は，各都道府県の

無業者比率（25～34歳）を入れて，考察した結果である。それによれば，男性無業者比率

の増加は，TFRに負の効果を与え，女性の無業者比率の効果より大きなインパクトを与

えている。

６. まとめ

はじめに，若者の就業状態と出生率や婚姻率の動向を考察した。その後，労働参加率

（女性15～49歳）と出生率の関係を考察した。そこでは，横断面分析で見られる，正の相
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資料と推計方法：図22に同じ。

注：変数 MUY：男性の失業率，TFR：合計特殊出生率，FAGEY：女性の初婚年齢，MAY：婚姻率

図29 合計特殊出生率，婚姻率，初婚年齢に関するインパルス反応（VECモデル）男性

図28 合計特殊出生率，婚姻率，初婚年齢に関するインパルス反応（VECモデル）女性

資料：図９に同じ。

推計方法：定数項なし，トレンドなし，ラグ次数2.データ：トレンドなし。

注：変数 FUY：女性の失業率，TFR：合計特殊出生率，FAGEY：女性の初婚年齢，MAY：婚姻率
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関とは異なり，負の相関が観察され，VAR分析を行うと，TFRに負の効果を与えてい

る。年齢別による分析では，比較的高齢で出産を行った女性の労働参加率は低く，比較的

高齢の出産は女性の就業機会を奪うことになる可能性が示唆された。婚姻率が出産に与え

る影響は，20～24歳層で最も大きい。

次に失業率の関係では，失業率はTFRに負の影響を与える。加えて，失業増加は，２

つのルートで出生率を低下させる。第１のルートは，失業率増加により，将来の経済的不

安を煽り，出生率そのものに負の効果をもたらす。第２のルートは，間接的効果として，

失業率の増加は婚姻率を低下させ，それによって，TFRが低下する。取り分け，女性の

30～34歳層の失業率低下は，出生率を低下させる。

雇用形態での考察では，女性の15～34歳層の非典型労働比率の増加は，出生率に負の効

果を与えていない。一方，男性の非典型労働比率の増加は，女性より出生率に負の効果を

もたらす。男性の非典型労働者比率の増加は，出生率そのものへの影響より，婚姻率に大

きな負のインパクトを与える。

最後に，晩婚化の影響を含めた分析では，失業率がTFRに与える効果は女性の方が，

僅かに男性よりインパクトが大きい。婚姻率に関しては，女性より男性の失業率が大きな

負のインパクトをもたらしている。初婚年齢の上昇は，TFRに負の効果をもたらしてい

表２ 合計特殊出生率に及ぼす各変数の検討（2007年)

資料：総務省統計局『就業構造統計調査』，総務省統計局『労働力調査』，厚生労働省『人口動態調査』

注：表の括弧の数字はｔ値を示している。
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る。

都道府県別の回帰分析の結果より，世帯主の所得が400～499万を境にして，子どもの数

から質への転換が生じている。男性の非典型労働比率や無業者比率の増加は，女性より

TFRに大きなインパクトを与えている。また，女性の高学歴は，TFRに負の効果を持つ

ことが再確認された。

本稿から，景気停滞から生じる若者の失業率や非典型労働の増加は，出生率に負の効果

を与える。若者の失業率や非典型労働の増加は，２つのメカニズムから，出生率を低下さ

せる。第１は，失業率や非典型労働の増加は，将来の経済不安を煽り，出生率そのものを

低下させる。第２は，失業率や非典型労働の増加が，婚姻率を低下させることにより，出

生率を低下させる効果である。

必ずしも十分な分析でないので，確固たることは断言できないが，失業率の増加は，出

生率の低下に大きく寄与し，非典型労働の増加は，婚姻率の低下を導くと考えられる。無

論，失業率の増加は，婚姻率を低下させることはいうまでもない。それゆえ，景気回復政

策は，単に景気回復のみでなく，出生率増加政策にも成りえる。

注

１)時系列分析では，はじめに各変数が単位根を持つかどうかの検定（Augmented Dickey-

Fuller）を行う。しかし，この検定を行うと，あるタイプテストでは，単位根を持ち，他の

テストを行うと持たないなど，異なる結果が出てしまうので，ここでは，はじめに単位根を

持たないと仮定し，VAR分析を行い，次に単位根を持ちかつ各変数が共和分関係にあると

して，Vector Error Correctionで推計を行った。共和分の数は，Mackinnon-Haug-Mi-

chelisに従っている。また，ラグ次数は，Akaike情報基準（AIC）に従っている。推計方

法は，全て小標本推計である。

２)図11～図15に使用されている変数は，BR19：15～19歳の出生率，SER01：20～24歳の出

生率，SER02：25～29歳の出生率，SER03：30～34歳の出生率，SER04：35～39歳の出生

率，LPR19：15～19歳の女性の労働参加率，LPR24：20～24歳の女性の労働参加率，

LPR29：25～29歳の女性の労働参加率，LPR34：30～34歳の女性の労働参加率，LPR39：

35～39歳の女性の労働参加率，MR19：15～19歳の婚姻率，MR24：20～24歳の婚姻率，

MR29：25～29歳の婚姻率，MR34：30～34歳の婚姻率，MR39：35～39歳の婚姻率を示し

ている。

３)図18～図21に使用されている変数は，FUY19：女性の15～19歳の失業率，FUY19：女性

の15～19歳の失業率，FUY24：女性の20～24歳の失業率，FUY29：女性の25～29歳の失業

率，FUY34：女性の30～34歳の失業率を表している。MRとBRに関しては，注２に同じ。
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